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まえがき 
 

 社団法人海外農業開発コンサルタンツ協会（ADCA）は、農林水産省の補助事業として、
平成 23年 2月 14日から 2月 27日までケニア共和国に調査団を派遣し、プロジェクト・フ
ァインディング調査を実施した。本調査では、ケニア共和国において「ケニア西部農業開

発」および「ナイロビ近郊農業開発」について相手国政府関係者との打合せや資料、情報

収集および現場踏査を行い、その調査結果を本報告書にとりまとめた。 

ケ国政府は 2004 年 4 月に策定したケニア版 PRSP である富と雇用創出のための経済再
生戦略－投資プログラム 2003-2007の後継国家開発計画として、2008 年 6 月に Vision 2030 
を策定した。Vision 2030 では年率 10％の経済成長を一つの目標として掲げており、基幹産
業である農業セクターの開発を目標達成のための最重要課題としている。特に、灌漑開発

等による農業用水の安定供給に重点を置いており、灌漑施設の新規建設および既存施設の

改修は重要課題である。 

ケニアの農業分野は国家経済にとって重要な位置を占めている。ケニアは、農耕に適し

た土地には多いが、利用可能な水資源は限られ、大半の地域で天水に頼る不安定な農業が

行われている。さらに近年、地球温暖化の影響を受けて気候が不安定化し、天水農業のリ

スクが増大している。メイズ、小麦、コメなどの主要食用作物の需要が増大する一方、そ

れらの生産の伸びは停滞し、輸入量が毎年増加している。また、近年、花卉や野菜などの

園芸作物の輸出が増えているが、未だ課題が多い。 

ナイロビ周辺は、標高が 1,400 m 以上の高原に位置し、赤道直下にもかかわらず園芸作
物の栽培に適した冷涼な気候帯にあるが、傾斜地が多く、また利用可能な水資源が限られ

ている。灌漑用水の確保と効率的な水利用がこの地域の農業発展の鍵である。一方、西部

地域では、平坦な沖積地がビクトリア湖を囲むように広がり、多くの中小河川が流れ込ん

でいる。これらの中で一番南に位置するクジャ川の下流域は、未だ開発が進んでいない。

しかし河川の利用可能水量は限られているため、河川水の有効利用が開発の鍵であり、そ

のため、節水農業への配慮が不可欠である。 

今回の現地調査にて、ケニアの農業開発にとって重視すべきポイントは、節水灌漑への

配慮であり、水経済性を高める工夫と努力が不可欠であると認識し、その観点を開発提案

に盛り込んだ。今回の調査中、水灌漑省の関係者を対象に、節水農業の重要性への認識を

深めるためのプレゼンテーションを行ったが、一定の理解が得られたものと思われる。 

 本調査の実施に際しご協力頂いたケニア共和国政府機関、日本大使館、国際協力機構

（JICA）等多くの関係者各位に深く感謝の意を表する次第である。 

 

平成 23 年 3 月 

プロジェクト・ファイディング調査団団長 

佐藤周一 
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第１章  背 景 
 

 

1.1 ケニアの国土と人口 

ケニア共和国は、アフリカ大陸東部、赤道直下に位置し、南はタンザニア、西はウガンダ、

北西はスーダン、北はエチオピア、北東はソマリアと国境を接し、東はインド洋に面して

いる。国土面積は日本の約 1.5倍の 59万 km2である。ケニアは、大地溝帯（リフトバレー）

が北から南に縦断しており、赤道の南にはアフリカ大陸で最高峰のキリマンジャロ山に次

ぐ高さのケニア山（5,199 ｍ）がある。またケニアには湖も多く、西部に位置するビクト
リア湖は世界で 2 番目に大きい淡水湖で、ケニア、ウガンダ、タンザニアの 3 ヶ国にまた
がっている。また、リフトバレーに沿って細く長くエチオピアにまで伸びているトゥルカ

ナ湖は、世界で 4番目に大きい塩水湖で、集水面積は 13万 km2に達する。 

ケニアの国土は、気候・自然・社会・経済の大きな違いから、南北に大きく二分されてい

る。北部とくに東北部一帯は、高温で雨量は極端に少ない半乾燥・乾燥地帯（年降雨量 400 
ｍｍ以下）で、牧畜が中心の低開発地域であり人口も非常に少ない。一方、南部地域は比

較的雨が多く農業が成り立つため人口も多く、これまでに多くの開発が進められてきた。

この南部地域の中央部には、標高 1,400ｍ以上の高原が広がっている。年間を通じて涼しく
（平均気温 18℃）、空気は乾燥しており、快適な気候である。東南部のインド洋沿岸地帯
にかけては、主要な大河川であるタナ河とアティ河により形成された広大な沖積地が広が

り、低灌木、草原、湿原が広がっている。沿岸地帯は、7～8月の乾季に涼しくなる程度で、
年間を通じて高温多湿である。湖岸地帯も高温（平均気温 27℃）で、海岸地帯より雨量は
多いが、湿度は少し低い。ケニアの季節は、雨季（4～6月の大雨期、10～12月の小雨期）
と乾季に大別される。 

ケニアの行政区分は、中央州（Central）、沿岸州（Coast）、東部州（Eastern）、北東州（North 
Eastern）、ニャンザ州（Nyanza）、リフトバレー州（Rift Valley）、西部州（Western）の 7州
とナイロビ地域（Nairobi Area）の 1特別地域から構成されてきた。しかし、地方分権政策
にしたがって、全国に４７カ所の行政区（County）を中核とする行政機構へ 2012年 8月ま
でに移行することが決まっている。しかし、今回の調査の時点では新しい行政区単位の情

報は得られなかったため、従来通り州別のデータで示してある。 

表１に示すとおり、ケニアの人口は 2010年時点で約 4,040万人と推定されており、2006～
10年の年平均人口増加率は 2.8%であり依然高い水準にある。 
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表 1 ケニアの人口推移 

（単位：人） 

州・特別地域 2006 2007 2008 2009 2010 増加率 
中央 4,454,113 4,556,683 4666,789 4,784,778 4,884,932 2.2% 
沿岸 3,138,341 3,228,358 3322,067 3,419,757 3,502,908 2.8% 
東部 5,658,032 5,802,065 5955,123 6,117,671 6,256,832 2.4% 
北東 1,286,113 1,313,848 1349,732 1,394,367 1,440,452 2.9% 
ニャンザ 5,316,234 5,443,919 5580,259 5,725,744 5,894721 2.3% 
リフトバレー 9,100,482 9,402,491 9714,748 10,037,764 10,316,634 3.4% 
西部 4,261,120 4,402,161 4542,836 4,683,059 4,797,163 3.1% 
ナイロビ 2,924,309 3,034,397 3146,303 3,260,124 3,357,771 4.1% 

合計 36,138,744 37,183,924 38277,856 39,423,264 40,406,412 2.8% 
出典： Statistical Abstract 2007, Kenya National Bureau of Statistics 

ケニアは、言葉や習慣の異なるキクユ族（22％）、ルヒヤ族（14％）、ルオ族（13％）、カレ
ンジン族（12％）など、40以上の民族から構成されている。また、人口は少ないが、ホワ
イト・ケニアンと呼ばれるイギリス系、インド系の人々も、政治・経済に大きな存在感を

持っている。ケニアの言語は、スワヒリ語と英語であるが、公用語は英語である。宗教は、

キリスト教が 60％、伝統宗教が 30％、イスラム教 10％の割合になっている。 

1.2  ケニアの社会経済 

ケニアの実質国内総生産（GDP：Gross Domestic Product）は、2005～09年にかけて 3.8％成
長率であった。セクター別に見てみると、農林水産業の占める割合は 2005年に 29.7％であ
ったが、2009年には 25.5％と年々減少傾向にある。鉱工業は 2005 年に 11.8％、2009年に
は 12.1％とほぼ横這状態にあり、電力･水道も 2005年に 2.7％、2009年には 2.6％とほぼ横
這状態である。建設業は 2005 年に 3.4％、2009 年には 4.2％と増加している。サービス業
は 2005年に 52.4％、2009年では 55.7％と着実に増加している。 

表 2 ケニアの実質 GDP の推移（2001 年価格） 

（単位：百万 Ksh） 

セクター 2005 2006 2007 2008 2009 成長率 
農林水産業 305,549 319,175 326,604 312,719 305,258 0.0% 

（比率） 29.7% 29.3% 28.3% 26.8% 25.5% - 
鉱工業 121,032 128,507 136,975 141,744 144,182 4.5% 

（比率） 11.8% 11.8% 11.8% 12.1% 12.1% - 
電力・水道 27,862 27,492 30,002 31,617 30,631 2.4% 

（比率） 2.７% 2.5% 2.6% 2.7% 2.6% - 
建設業 35,401 37,649 40,405 43,735 49,893 8.9% 

（比率） 3.4% 3.5% 3.5% 3.7% 4.2% - 
サービス業 540,147 575,261 622,063 638,742 665,681 5.4% 

（比率） 52.4% 52.9% 53.8% 54.7% 55.7% - 
合計 1,029,991 1,088,092 1,156,019 1,168,557 1,195,645 3.8% 
（比率） 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% - 

出典： Statistical Abstract 2010, Kenya National Bureau of Statistics 
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ケニアの全労働人口に占める農業労働人口の比率は年々減少しているが、2009 年には約
55％で依然として高い。ケニアの貧困状況は、1997年に実施された福祉モニタリング調査
（Welfare Monitoring Survey：WMS-III）と 2005/06 年に実施されたケニア総合家計調査
（Kenya Integrated Household Budget Survey：KIHBS）によって、その推移が分かる。2005/06
年ケニアの人口の約 46％、約 1,600 万人が総貧困線以下の生活を送っていると報告されて
いる。ケニアの食料貧困率は、農村部では減少したが、都市部では増加している。また総

貧困率は、都市部で大幅に減少しているが、農村部では僅かな減少に止まっている。州別

に見ると、総貧困率は乾燥地および半乾燥地の北東州で最も高い。各州によって人口は異

なるが、沿岸州、西部州、東部州で貧困率が高く、これらの州に貧困が集中していると考

えられる。ケニア政府は、2004 年 3 月に策定された中期的開発計画「富と雇用創出のた
めの経済再生戦略のための投資プログラム（Investment Program for the Economic Recovery 
Strategy for Wealth and Employment Creation: IP-ERS）」に基づき、マクロ経済の安定、ガバ
ナンスの強化、インフラの整備、貧困層の人的資源への投資の 4 点を重視した経済発展を
通じ、貧困削減を目指している。 

1.3 ケニアの農業現況 

ケニアは、東南部アフリカ地域の中では比較的工業化が進んでいるものの、農業は依然と

してケニアの重要産業であり、2009 年時点で農業セクターは GDP の約 26％、労働人口の
約 55％を占めている。ケニアは農産物の純輸出国であるが、総輸出額に占める農業 ・農
産物の比率は、2004年の 54.7%から、2009年の 48.5%へ徐々に低下している。主要輸出農
産物は、コーヒー、茶、園芸作物、除虫菊などであるが、園芸作物（果実、野菜、花卉）

の割合が増えている。 

表 3 ケニアの総輸出額に占める農業・農産物比率の推移 

分野 2004 2005 2006 2007 2008 2009* 
農産物 54.7% 52.1% 49.9% 48.0% 48.4% 48.5% 

コーヒー 4.4% 4.7% 4.0% 4.0% 3.1% 4.7% 
茶 22.7% 21.8% 20.7% 17.9% 19.8% 21.3% 
園芸作物 24.9% 23.0% 21.4% 21.7% 22.1% 20.2% 
その他農産物 2.7% 2.6% 3.8% 4.4% 3.4% 2.3% 

その他 45.3% 47.9% 50.1% 52.0% 51.6% 51.5% 
合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

出典： Statistical Abstract 2009, Kenya National Bureau of Statistics 
 * = Provisional 

ケニアの三大主食作物は、メイズ、小麦、米であり、過去 4 年間のこれらの生産量を見て
みると、年毎に変動はあるものの減少ないし横ばい傾向にある。これら作物の生産量は、

国内消費量に追いついていないことから、輸入量が年々増加している。 
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表 4 ケニアの主要農産物の生産量と輸入量の推移 
（単位：千トン） 

作物 2006 2007 2008 2009 
メイズ 3,248 2,929 2,370 2,439 
小麦 358 354 337 337 

生産量 

米（籾） 43 32 15 25 
メイズ 77 103 244 1,058 
小麦 667 581 555 798 

輸入量 

米(精米) 196 203 202 398 
出典： Statistical Abstract 2009, Kenya National Bureau of Statistics 

ケニアの人口は年率 2.8％の高率で増加しており、主食作物の需要は今後も急速に伸びて行
くと考えられる。しかし、殆どの主食作物の生産は近年ますます不安定化している降雨に

依存しているため、単位面積あたりの収量は低迷しており生産量も不安定である。このよ

うな状況から、ケニア政府は急増する食料需要を賄うため、主食作物の戦略的備蓄と共に

安定的増産に優先度を与え、灌漑開発を農業政策の最重点課題に位置付けている。 

1.4  ケニアの灌漑･排水開発 

農業省の土地生産性区分によれば、ケニアの農耕適地（適地分類高･中：年平均降雨量

735mm以上）面積は、国土の約 17％にあたる 994万ヘクタールである。 

表 5 ケニアの土地生産性区分 

州・特別地域 農耕適地（千ヘクタール） 
 高注１ 中注１ 低注１ 合計 
中央 909 15 41 965 
沿岸 373 796 5,663 6,832 
東部 503 2,189 11,453 14,145 
北東 0 0 12,690 12,690 
ニャンザ 1,218 34 0 1,252 
リフトバレー 3,025 123 12,220 15,368 
西部 741 0 0 741 
ナイロビ 16 0 38 54 

合計 6,785 3,157 42,105 52,047 
注１： 高は変平均降雨量が 857.5mm以上、中は 735～857.5mm、低は 735mm以下と

定義している。但し、東部州は低を 612.5mm以下としている。 
出典： Statistical Abstract 2007, Kenya National Bureau of Statistics 

水灌漑省（MWI：Ministry of Water and Irrigation）によれば、ケニアの灌漑開発可能面積は
53.9万ヘクタールと見積られており、ケニアの農耕適地の僅か 5.4％に過ぎない。 
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表 6 ケニアの流域別灌漑開発可能面積 

流域 灌漑可能面積 
（ヘクタール） 

既存灌漑開発面積 
（ヘクタール） 

タナ川流域 205,000 69,000 
アティ川流域 40,000 11,000 
ビクトリア湖流域 200,000 11,000 
ケリオ渓谷流域 64,000 6,000 
エワソンゲロ川流域 30,000 13,000 

合計 539,000 110,000 
出典： MWI（2006） 

MWI によれば、2006 年のケニアの灌漑面積は 10.1 万ヘクタールであり、灌漑開発可能面
積の 18.7％が既に灌漑開発されている。国家灌漑・排水開発政策（National Policy on Irrigation 
and Drainage Development, June 2007）によれば、ケニアの既存灌漑スキームは以下の 3タイ
プに分類される。 

１） 小規模灌漑スキーム： 
 このスキームは、灌漑水利組合や個別の農家から成る共同体によって所有、

開発、管理されている。小規模灌漑スキームの生産物は、主に農家の生計維

持や国内市場のためであるが、一部は輸出もされる。全国に約 2,500ヶ所の小
規模灌漑スキームがあり、総灌漑面積の 46％にあたる約 47,000ヘクタールを
灌漑している。小規模灌漑スキームで働いている労働者は、既存灌漑スキー

ムで働いている総労働者数の 47％である。小規模灌漑スキームの開発は、MWI
の灌漑・排水局（IDD：Irrigation and Drainage Department）が全ての責任を負
っている。 

２） 公共・国家灌漑スキーム： 
 このスキームは、公的機関である国家灌漑庁（NIB：National Irrigation Board）

および流域開発公社（タナ・アティ川流域開発公社、ビクトリア湖流域開発

公社、ケリオ渓谷流域開発公社など）によって開発・管理されている。ケニ

アで生産される米の 90％は、NIB が管理する国家灌漑スキームで生産されて
いる。公共・国家灌漑スキームは 11,200 ヘクタールを灌漑し、ケニアの総灌
漑面積の 12％を占めている。 

３） 民間灌漑スキーム： 
このスキームは、商業的ハイテク灌漑スキームであり、主に輸出用の高付加価

値作物の生産を行っている。民間灌漑スキームでは約 70,000 人の労働者が雇
用されており、既存灌漑スキームで働いている総労働者数の 41％を占めてい
る。民間灌漑スキームの灌漑面積は 42,800ヘクタールで、総灌漑面積の 42％
を占めている。 
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表 7 ケニアの既存灌漑開発面積の推移 

灌漑開発面積（ヘクタール） スキーム 
1985 1998 2004 2006 

小規模灌漑スキーム 17,500 34,650 47,000 49,000 
公共・国家灌漑スキーム 11,500 12,000 16,000 16,000 
民間灌漑スキーム 23,000 40,700 42,800 45,000 

合計 52,000 87,350 105,800 110,000 
出典： MWIおよび NIB（2006） 

2003 年ケニア政府は、ケニアにおける灌漑・排水開発に関する権限を MWI に一元化した
にも拘わらず、農業省、流域開発公社や大統領府は、現在でも彼らの業務権限の一部とし

て灌漑・排水開発を行っている。MWI以外の政府機関が未だに灌漑・排水開発を実施して
いるため、限られた資金が複数の政府機関やプロジェクトへ分散し、灌漑・排水開発活動

が重複し、灌漑・排水開発活動の調整を妨げている。また、各省庁内における灌漑と排水

に係る政策／実施レベルでの調整も脆弱である。 

MWIにおいて、灌漑・排水開発に関する政策の策定、開発の調整およびセクターの規制が
IDD の役割であるが、州・郡レベルの灌漑担当職員ネットワークを通じ、全国の様々な地
域で小規模灌漑・排水開発プロジェクトも実施している。また MWI傘下の NBIの役割は、
国家灌漑スキームの開発、運営および維持管理であり、この役割は灌漑条例（Irrigation Act 
Cap347）で規定されている。しかし、経済自由化や NIBに対する農民の期待が変化したこ
とにより、NIB は現在、既存国家灌漑スキームの開発と維持管理に焦点を絞って業務を行
っている。 

このような状況から、現在ケニアの灌漑・排水開発に関する制度的枠組の見直しが行われ

ており、ことで調整が進んでいる。その内容は以下の通りである。 

１） MWI 以外の省庁が持っている灌漑・排水開発に関する機能を全て MWI に移
管し、完全一元化を実現する。 

２） IDD の役割を灌漑・排水開発に関する政策の策定、開発の調整およびセクタ
ーの規制のみに制限する。 

３） NIB の役割を国家灌漑スキームの開発、維持管理業務だけではなく小規模灌
漑スキームの開発も含め、その業務範囲および対象地域を広げる（この際 NIB
の発展的解消と新組織設立も視野に入れる）。 

現在ケニア共和国で実施されている第 10 次開発計画（2009～15 年）中で、食糧安全保障
の観点および降雨量の少なさから起因する農業生産の問題を克服するため、灌漑開発の重

要性が強調されており、灌漑開発関連の資金を増やす意向が示されている。また、灌漑開

発計画達成のためには、以下の課題を克服する必要があると指摘している。 
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１） 包括的な国家灌漑計画とマスタープランの欠如。 
２） 灌漑サブセクター間の調整不足。 
３） 灌漑および関連施設開発への不適当な資金配分。 
４） 灌漑事業における不適切な技術の適用。 
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第２章  ケニア西部灌漑農業開発計画 
 

 

2.1 開発計画の背景 

ビクトリア湖に面する西部地区は、西部州とニャンザ州に属し、ビクトリア湖に流入する

多くの河川が形成した沖積地が湖に面し広がっている。この地域一体は農業適地であり、

長年天水による農業が行われてきた。開発対象地区があるニャンザ州には、既存の灌漑農

業地区が 30カ所（合計 3,940 ha）ビクトリア湖岸に沿って存在するが、このビクトリア湖
に面する沖積平野の最も南に位置するクジャ川下流域には、未だ灌漑地区は限られている。 

クジャ川下流域は、水資源および土地資源に恵まれており、約 25,000 haの灌漑開発ポテン
シャルがあると言われている。ケニア政府は、灌漑開発が遅れているこの地域を将来の食

用作物の供給基地とすべく、灌漑農業開発に高い優先度を与えている。現在、世界銀行の

資金協力を得て、クジャ川下流域に選定した優先開発地区のフィージビリティ調査および

詳細設計が、ケニアのローカル・コンサルタント（GIBB Africa）により実施中である。こ
の案件は有望であると判断できるのでその概要を紹介するとともに、実施に向けての課題

を明らかにしたい。 

2.2  開発計画地区の概要 

2.2.1 自然条件 

開発計画地区は、ビクトリア湖に接するニャンザ州の州都キスム市の南西約 110 kmのニャ
ティケミ県に位置している。ニャンザ州の面積は 16,162 km2で、人口は約 440万人である。
気候は熱帯気候で湿潤である。ニャンザ州の主要な民族はナイル系のルオ族が多数派で、

その他にバントゥー系のグシイ族、クリア族と少数派のルヒヤ族で構成されている。 

ケニア西部地域における主要河川の一つであるクジャ川流域の年平均降雨量は、上流部で

1,600 mm、下流部の低平地区で 890 mm程度である。クジャ川は河川勾配が大きく、河口
から約 35 ｋｍ上流にある既存のゴゴ発電ダム（高さ 20 ｍのコンクリートダム）の地点
でも河床には大きな転石が分布している。クジャ川の総流域面積は 6,600 km2あり、このう

ち４９％がクジャ川の最大の支流のニゴリ川の流域面積である。クジャ川本流の平均流量

が最大月で 58 m3/s、最低月では 4.5 m3/s である。一方、ニゴリ川は、平均流量が最大月で
17.7 m3/s、最低月では 0.5 m3/sである。ニゴリ川は、ゴゴ発電ダムの下流 15 km地点で、ク
ジャ川に合流している。これらのクジャ川およびニゴリ川がこの地域の灌漑開発に最も有

望な水源である。合流点の下流域に灌漑開発に適した沖積地が広がっている。湖に近いと

ころに一部湿地帯が存在する。 

当該地域の灌漑農業開発が可能な面積は、土地資源（勾配、地形、標高、土壌など）から

判断して、最大で 25,000 haであると見積もられている。開発対象地区は、勾配が 2％以下
の平坦地が中心であるが、一部に 2～4％の勾配の傾斜地が存在している。 
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2.2.2 社会経済の現況 

開発予定地区のあるニャティケミ県は、人口が 14万人で、人口密度が約 200人/km2である。

この県では農業の他には雇用や収入源がほとんどないため、貧困率が非常に高い。絶対貧

困率は 43%である。人口の 85％が農業に従事している。栄養や医療水準が低く、生まれた
子供の 50％が 14歳までに死亡し、さらに 23％が 25歳までに死亡している。すなわち、25
歳を超えて生きているのはわずか 27％に過ぎない。すなわち、多産多死であり、人口の増
加率は高い。教育水準も低く、成人の 63%が小学校以下の教育しか受けていない。この地
域の所得と雇用機会の増大を図るためには、灌漑農業開発の実施が最も有効であることに

疑いはない。 

2.2.3 農業の現況 

開発予定地区（25,000 ha）の現況土地利用は、農業利用（天水）が４６％、放牧地・草地
が４４％、道路住宅などの利用地が１０％である。現在、農耕地区では、メイズが主要作

物で、その他ソルガム、豆類、キャッサバ、アワ、等が栽培されている。さらに、小規模

ではあるが、トマト、たまねぎ、スイカなどの園芸作物が小型ポンプを利用した灌漑シス

テムの下で栽培されている。不安定な降雨に頼った天水による作物栽培の問題点は、単位

面積あたりの収量の低さであり、これが地域の貧困の主な原因となっている。具体的には

主要穀物のヘクタール当たりの収量は、メイズが 1.1トン、ソルガムが 1.0トン、ミレット
が 0.8 トンであり、これらは達成可能な単収の半分程度にすぎない。ニャティケミ県全体
の農作物の作付け面積の現況は、メイズが 8,260 ha、ソルガムが 9,195 ha、豆類が 2,190 ha、
キャッサバが 400 ha、トマトが 356 ha、落花生が 291 ha、等である。 

2010年現在の、県内の作物生産と需要のバランスは、不足している作物がメイズ 11,437ト
ン、野菜類 2,385トン、米 217トンで、一方余剰があるのは、ミレットが 6,167トン、根菜
類が 6,539トンである。 

2.3 開発計画の概要 

2.3.1 開発の目的 

クジャ川下流域灌漑農業開発計画の必要性は高く、地域の農業を一変させるインパクトが

ある。ケニア政府は高い開発優先度を与えている。この開発の目的は以下の通りである。 

１） 食用作物を増産し域内の食糧自給をめざす。 

2) 農民の所得向上を図り生活環境を改善する。 

3) 農業の生産性を向上させる。 

4) 灌漑農業面積を拡大し、政府のビジョン３０の達成に貢献する。 

5) 弱者である若者や女性の雇用機会を増やす。 

6) 農業生産物の加工業の振興を図る。 
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2.3.2 灌漑農業開発の基本構想 

クジャ川下流域の土地と水資源の開発ポテンシャルを検討した結果、既存のゴゴ発電ダム

の直上流または直下流の位置に 1.5 億トンの有効貯水量をもつ貯水ダムを建設すると
25,000 ha の灌漑が可能であると判断された。一方、貯水ダムを建設せず河川の自流のみを
利用する場合、クジャ川およびニゴリ川の各々に一カ所頭首工を建設し、この二つの川の

水資源を有効に開発すれば、約 8,000 haの灌漑が可能であると試算されている。大規模な
貯水ダムを建設するためには、環境社会面への慎重な配慮が必要となり、また建設費用も

非常に大きい。将来的には貯水ダムにより 25,000 ha の全体開発を目指すものの、当面は
頭首工による表流水灌漑開発とすることが提案された。この段階開発基本構想は、現実的

かつ妥当であると考えられる。 

2.3.3 農業開発計画 

農業開発計画では、灌漑を利用し以下の農産物の生産を図ることが提案されている。計画

では年間の作付け率を 180％に想定している。 

１） コメの生産 2,386 ha。 

２） コメ以外の食用作物（メイズ、豆類、サツマイモ）の生産 3,312 ha。 

３） 野菜（トマト、たまねぎ、キャベツ、オクラ、コショウ、スイカなど）の生
産 847 ha 

４） 果樹（バナナ、パッションフルーツ、マンゴー、）の生産 275 ha 

５） 工芸作物の生産 1,089 ha 

2.3.4 灌漑開発計画 

計画開発面積は、水源の利用可能量と作付け計画に基づく灌漑必要水量の水収支結果を踏

まえて、7,717 haに設定されている。ピーク時の灌漑取水量は 7.53 m3/sと算定されている
が、その時のクジャ川の 80％確率平均流量は 24.1 m3/sと推定されているので、水源量とし
ては申し分ない。 

この開発のために必要となる灌漑排水施設は以下の通りである。 

1) 頭首工：  クジャ川、ミゴリ川に各一カ所建設する。 
  各々沈砂池を設置。 

2) 幹線水路：  総延長 15 km。 

3) 支線水路：  総延長 47 km。 

4) 三次水路：  総延長 150 km。 

5) 幹線排水路： 総延長 100 km。 

6) 支線排水路： 総延長 117 km。 

7) 水路構造物： 730 カ所。 

8) 建物：  プロジェクト事務所、研究研修センター、職員宿舎、他 
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2.3.5 事業費、便益と経済評価 

本事業の費用、便益および経済評価は以下の通りである。 

1) 総事業費： 47.7百万ドル（3,861百万ケニアシリング）＝10％の予備費を含
む 

2） 年間維持管理費： 1.0百万ドル（82百万ケニアシリング） 

3） 事業便益： 農産物の生産量が、現状の 12,011 トンから、68,405 トンに増大
する（5.7倍）。コメの生産も 12,000トンに増える。 

 農産物生産による粗利益は、ヘクタール当たり、現状の 20,000 ケニアシリン
グから、85,000ケニアシリングに増大する（4.3倍）。 さらに、農家の農業純
収入は、現状の 1,280ケニアシリングから、46,160ケニアシリングに増大する
（36倍）。 

4) 経済評価： ＥＩＲＲ＝18％。 

2.4 開発計画実施へ向けての提言 

クジャ川下流域の灌漑農業開発計画は、技術的に妥当であり、経済的にもフィージブルで

あるとされている。しかしながら、この計画を実施に向けて推進するためには、以下の留

意すべき点が残されており、慎重な検討が必要であると思慮される。 

1） この灌漑農業開発の規模は、現在ケニアで最大の既存の灌漑計画であるムエ
ア灌漑地区（5,795 ha）を上回る規模であり、また、開発対象地区の農民は灌
漑農業の経験が全くない。また、稲作の経験もない。このため、事業実施の

後必要となる維持管理や適切な水管理の実施、それらを踏まえての適切な灌

漑農業の実施を実現するため、時間をかけた段階開発の考え方を導入するべ

きである。例えば、フェーズ１事業として、ミゴリ川頭首工灌漑開発を先に

行い（5 年間）、そこでの成果と教訓を生かし、フェーズ 2 事業として、クジ
ャ川頭首工灌漑開発を行う（10年間）スケジュールとすることが考えられる。
すなわち、事業全体で合計 10年を要するであろう。 

2） 事業が成功するためには、受益農民に対する各種のトレーニング・プログラ
ムが必要である。具体的には、水管理組合の設立、施設の維持管理、稲作お

よび各種作物の営農、ポストハーベスト、営農資金のクレジット、などなど。

これらの実施には時間と費用がかかるが、現在ローカル・コンサルタントが

実施中の事業計画では、上記のソフト分野の実施に必要なコストが全く見積

もられていない。施設建設費のみで経済評価まで行っている。ハードとソフ

トのバランスがとれた事業計画を立案する必要がある。 

3） ケニア最大の灌漑開発を成功裏に運営するため、水灌漑省の中の維持管理担
当組織の強化が必要であり、そのためのスタッフ・トレーニングを事業内容

に含めることが必要である。 
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4） 事業の内容については、灌漑開発だけに特化せず、総合農村開発の観点から
検討することが望ましい。この開発は、地域を大きく変えることになるから

である。考慮すべき内容として以下が考えられる。 

a) 灌漑施設以外のインフラ（アクセス道路、集出荷施設、給水施設など）
の検討。 

b) 農民組織・コミュニティー強化を踏まえた農村振興計画の検討。 

c) JICAの「小規模園芸農民組織強化計画」の適用とスケールアップの検討。 

d) 非農業作物所得収入向上の検討。 

5） 利用可能な水源が限られているので、灌漑計画の中で、節水の考え方を取り
入れて、「水経済性の向上を図る」ことを開発の基本方針に据えることが望ま

しい。これにより、現在の年間作付け率を高めることが可能となりプロジェ

クトの便益が向上する。節水を実現させるための具体的な方策として以下が

考えられる。 

a) 節水につながる間断灌漑を実施するため、輪番灌漑を全面的に採用する
こととし、灌漑施設の計画と設計を見直す。 

b) 間断灌漑の下で便益を増やすため、低投入型の稲作技術であるＳＲＩ
（System of Rice Intensification）を導入・普及させる。 

c) 園芸作物に対しては、ドリップ灌漑システムを導入する。 
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第３章 ナイロビ近郊農業開発計画 
 

 

3.1 開発計画の背景 

ケニアの南部の中央地域は標高 1,400～1,600 mの広大な高原地帯で、水資源が限られてい
るが、冷涼な気候を利用して、園芸作物の栽培が盛んである。野菜や花卉などの輸出を目

的とした民間投資も多い。開発対象地域としては、首都ナイロビの東のマチャコス県を想

定している。この地域はアティ川の上流右岸側に位置している。この地域は、アティ川に

近く水資源開発の余地があり、農業に適した広大な土地がある一方、民間投資による園芸

作物栽培が実施されている地区の隙間で多くの小農が営農しており、そのほとんどが天水

に頼った不安定で低生産性の農業を営んでいる。農産物の大消費地であるナイロビから車

で 3 時間程度の距離に位置しており、小農のための灌漑農業開発を行うことで、数十ヘク
タールの規模で散在する小農地域の農業生産性を高め、農家の所得向上を図ることが可能

である。そこでは地球温暖化対策の一環として、資源節約型の営農を目指すべきである。

具体的には、限られた水資源の利用効率を高め、水生産性を高める園芸農業の振興を目ざ

すこととする。この結果、域内所得格差是正に貢献するとともに、ケニアの農業振興の促

進に寄与することが期待される。今回の調査で開発を進めるにあたっての課題と今後の方

向性について検討を行った。 

3.2 開発予定地域の概要 

開発を予定している東部州のマチャコス県は、首都ナイロビの東方 100 ｋｍ余に位置し、
交通至便のところである。アティ川の右岸に沿って南東に伸びており、標高は 1,000～1,600 
m である。気候は温暖で、年平均気温は 18～20℃で、比較的湿潤である。この地域の主要
な民族は、ケニアで最も進取の気性に富んでいると言われているキクユ族である。 

マチャコス県の面積は 19,755 km2（1,975,500 ha）であるが、このうち農業開発ポテンシャ
ルが高い土地が、125,000 ha （6%）、中程度が 771,000 ha（39%）、低い土地が 454,000 ha
（23%）、不適地が 625,000 ha（32%）である（1995年農業省調査）。開発対象地区は、勾配
が 2～８％の傾斜地が多い。マチャコス県には、既存の灌漑地区が 90カ所あり、その合計
面積は 7,627 haである。その内訳は、小規模灌漑スキームが 48地区（6,209 ha）および民
間灌漑スキームが 42地区（1,418 ha）である。既存の灌漑地区は、県内で農業開発ポテン
シャルが高いといわれている土地のわずか 6.1％に過ぎない。これは、水資源開発がネック
となっているためであり、灌漑水源をいかに確保するか、有効利用するか、がこの地域で

の農業開発の成功の鍵である。 

開発予定地区のあるマチャコス県は、人口が約 120 万人（2009 年）で、人口密度は約 61
人/km2である。農業が主要産業である。この地域の所得と雇用機会の増大を図るためには、

灌漑農業開発の実施が最も有効であることに疑いはない。 
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マチャコス県の農業は、メイズが主要作物で、その他ソルガム、豆類、キャッサバ、等が

天水で栽培されている。不安定な降雨に頼った天水による作物栽培での単位面積あたりの

収量は低い。また、灌漑地区では主に園芸作物が栽培されている。 

3.3 開発計画基本構想 

水資源節約型の園芸作物の振興を図ることが狙いであるが、その具体化に向けては、いろ

いろな開発案が想定される。農業開発計画では、路地栽培の園芸作物の振興を狙う。開発

対象地域はゆるい傾斜地が多く、また土壌も透水性が大きい。水資源の有効利用の観点か

ら節水型の灌漑法を導入する必要が在る。水節約の視点、および灌漑システムのコストを

削減する観点から、最も適している灌漑法がドリップ灌漑システムである。ケニアでは、

コストが安いドリップ灌漑システムの購入およびメーカーによる技術指導が現在可能であ

り、水源開発およびメインの灌漑システムの設置が可能であれば、末端施設としてのドリ

ップ灌漑システムの設置と利用には支障がない。 

以下に、可能な開発の基本構想について述べる。 

3.2.1 開発案 -１: 地球温暖化に対応した小規模灌漑プロジェクト 

このプロジェクトは、水灌漑省が構想しているもので、地球温暖化を踏まえ、水節約型の

小農による小規模灌漑スキームを、今後の地域の開発モデルとして実施しようとするもの

である。日本の無償資金協力を期待している。 

(1) 開発構想:  
限られた水源を有効利用するため、ため池を建設し、取水地点からパイプライン

で送水ロスを最小化しつつ、小型中間貯留施設（ファームポンド）を設置し、灌

漑効率をたかめ、さらに圃場での灌漑はドリップ灌漑システムとし、水経済性を

最大限に高めるモデルプロジェクトである。 

(2) 計画予定地区:  
 マチャコス県ヤッタ地区 （ナイロビの東方 110 km）に選定する 200 ha。この地

域は人口が多く、またナイロビという大きな市場に近く、道路も良い。 

(3) 農業開発計画:  
 水経済性が高いドリップ灌漑システムにより、園芸作物（主に野菜類）を栽培し、

ナイロビを中心とするマーケットにて販売することで、高い利益を得る。 

(4) 灌漑計画:  
 灌漑水源として、アティ川の支流に、ため池を建設する。 

(5) 灌漑施設計画:  
① 導水路（ため池から灌漑地区まで）は、ＰＶＣパイプラインとする。 
② 調整池（８カ所）を灌漑地区の入り口に設置し、送水と利水の時間差を調整

し、貴重な灌漑水の利用効率の向上を図る。 
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③ 受益地区内の灌漑はドリップ灌漑システムとするが、コストを下げるため、
各受益地区の標高が若干高い場所にタンクを設置し、加圧ポンプをつかわず

重力式でパイプシステムに送水するように設計する。 

(5) 灌漑施設の内容:  
① ため池：有効貯水量 20万トンのため池を２カ所建設。 
② 中間貯留ファームポンド： 貯水量 200 トン、合計 8カ所に設置。 
③ パイプライン： PVC パイプ（口径 100～250 mm）総延長 20 km。 
④ 灌漑システム： 200 ha の受益地に対し、全てドリップ灌漑システムを採用。  

(6) 事業費積算:  
① ため池（2カ所）： 40,000,000 Ksh 
② ファームポンド（8カ所）： 8,000,000 Ksh 
③ パイプライン（PVC：20 km）： 60,000,000 Ksh 
④ ドリップ灌漑システム（200 ha）： 70,000,000 Ksh 
⑤ 予備費： 2,000,000 Ksh 
⑥ 合計 180,000,000 Ksh 

(7) 事業実施期間: 30カ月 

この開発計画は、開発予定地区が、ナイロビという巨大マーケットに近い利点を生かし、

利益の大きい園芸作物をドリップ灌漑にて栽培することで、水経済性を高めつつ、品質の

よい作物を栽培することが可能である。灌漑施設の初期投資額は大きいが（ヘクタール当

たり 900,000 Ksh）営農が軌道に乗れば採算がとれる、水灌漑省では考えている。 

この案件構想を実現するためには、以下の点の検討が必要であると考えられる。 

(1) 水源の確実な確保： 
ため池の規模は有効貯水量が 20 万トンと小さく、均質型フィルダム（高さ 15 m
以下の低ダム）により開発が可能と思われるが、建設サイトの選定にあたっては、

地質、土質、建設材料、等に関する慎重な事前調査が不可欠である。また、建設

後の維持管理の責任を明確にしておく必要がある。 

(2) 適切な受益地の選定： 
灌漑施設が当初予定通り適切に機能するためには、受益者が水管理組合を結成し、

責任をもって維持管理を行う必要がある。したがって、受益地の選定にあたって

は、事前に地元説明を行い、水管理組合を結成し、維持管理に責任をもつことま

での合意を書面で取り付けるべきである。 

(3) 水利組合の設立・強化： 
灌漑施設の維持管理についての技術指導を施設完成前に受益農民に対して行うこ

とが不可欠である。 
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(4) 営農指導の強化： 
受益農民にとって、灌漑農業は初体験であることから、灌漑農業についての営農

指導をきめ細かく行うことが必要である。 

(5) 水灌漑省の維持管理責： 

事業の開始前に、基幹灌漑施設の維持管理の責任体制を明確にしておく必要があ

る。 

3.2.2 開発提案 - 2：園芸作物栽培技術改善プロジェクト 

(1) 開発構想： 

このプロジェクトは、ケニアの園芸作物、特に野菜の栽培技術の向上を図ろうと

するものである。導入する技術は、日本を始め、その他の園芸作物先進国で既に

確立された技術とする。さらに、循環型農業、環境に優しい農業技術の導入もプ

ロジェクト活動の一環として推進する。マーケティング面では、ケニア国内、特

に首都ナイロビをターゲットとして展開し、さらに将来のヨーロパへの輸出を視

野に入れた GAPの認証取得も視野にいれる。本プロジェクトは日本の技術支援プ
ロジェクトを想定している。 

(2) 対象予定地区及び受益者： 

対象地区は、ナイロビ及びその近郊とし、そこで園芸作物を栽培する小・中規模

農家が受益者となる。園芸作物を主体とした、また、小・中規模農家が連携した

都市近郊型農業、輸出型農業の発展が期待される。 

(3) プロジェクト目標、成果： 

プロジェクトの目標は、ナイロビ及びその近郊において、近代的な園芸栽培技術

が導入され市場志向型の農家経営が実践されることによって農家経営が改善され

ることとする。成果としては、園芸作物栽培技術が改善され、農業生産性が向上

する、市場指向型の農業経営の導入によって、農家の収益性が改善される、農家

に裨益する農業試験・研究体制が強化され、農家の農業技術が向上することが挙

げられる。 

(4) 活動の概要： 

目標と成果からは以下の活動が導かれる。 

1) 園芸作物栽培技術が改善され、農業生産性が向上する： 

- 農家のニーズを考慮した適正な栽培技術が特定される 

- 特定された栽培技術に関するマニュアルやガイドラインが整備される 

- マニュアルやガイドラインを活用した効果的な普及が成される 
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2) 市場指向型の農業経営の導入によって、農家の収益性が改善される 

- 市場性のある園芸作物が選抜される 

- 循環型農業技術等、環境に優しくコストが削減される技術が特定される 

- 小・中規模農家が組織化され、交渉能力が改善される 

3) 農家に裨益する農業試験・研究体制が強化され、農家の農業技術が向上する 

- 研究、普及が連携し、農民のニーズや、直面している問題を汲み上げる仕
組みができる 

- 農民や自然・社会環境に受け入れられる技術が選抜される 

- 選抜された技術の適正評価、順応化・最適化の仕組みが確立される 

(5) 導入が予想される適正技術： 

以下の園芸適正技術の導入が有望と考えられる。 

1) 接木苗生産 
土壌伝染病を回避する環境に優しい耕種的技術として、接木苗の栽培は有用で

ある。KARI によって台木と穂木の選抜と接木方法、順化、育成に係る実用的な

技術が確立されることが期待される。 

2) 野菜接木栽培技術 
接木苗は、慣行栽培に比べ、肥料吸収が強いく過繁茂になりやすい傾向がある。

また、耐寒性が強化されるなどの効果もある。このような点に留意し、適正な

栽植密度、施肥量、保温手法を検討する必要がある。 

3) 新規導入野菜の栽培技術 
新規に導入する野菜に関しては、試作を通して①生育特性、②気象適応性等を

把握し、栽培技術の最適化、市場性の調査を行い、妥当性を検討する。 

4) 整枝技術 
接木苗の導入に合わせて、2 本整枝、あるいは 3 本整枝といった整枝法を栽植

密度とも関連させながら検討する必要がある。 

5) 環境に優しい農業技術 
農薬の過剰散布を抑制し、土譲の保全、安全、安心な野菜の生産、農家の健康

保護等を目的として、総合的病害虫管理（IPM）を推進する。 

6) 循環型農業技術 
農家が容易に入手可能な材料、例えば作物残渣、畜産廃棄物などを利用した厩

堆肥の製造を推進し、循環型農業とコストの削減を実現する。 
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(6) 施設・設備の概要： 

① ドリップ灌漑施設 

② ビニールハウス、ネットハウス 

③ 接木苗用インキュベーター 

④ 小規模堆肥製造用施設 

⑤ 小型集荷出荷施設 

(7) プロジェクト費用： およそ 3.5 億円。 

(8) プロジェクト期間： 36 ヶ月。 

このプロジェクトは、市場性を考慮しつつ、小・中規模農家を対象に、ケニアの園芸作物

栽培技術の向上を実現することによって、生産性と収益性を向上させ、農家の収入を改善

することを目的としている。さらに、その活動を通じて、農家のニーズや直面する問題点

を把握しそれらを考慮した支援を実現する農業研究、普及の改善も成果の 1 つとなってい

る。このプロジェクトを成功に導くためには、以下の点に考慮する必要がある。 

(1) 小・中規模農家の組織化： 

小・中規模農民の組織化を図り、生産物販売に際しての交渉能力の向上、技術普

及の効率化等を実現することが望まれる。 

(2) 効果的な農業研究・普及体制の構築： 

農業研究は、研究のための研究ではなく、農家のニーズと問題点を把握しこれに

対処することが望まれ、普及員は、確立された技術を適切に農民に伝えることが

望まれる。 

(3) バリューチェーンの構築： 

市場指向型の農業は、作った農産物を売ることから、売れる農産物を生産するこ

とへの思考の転換が必要である。それを実現するには、バリューチェーンを確立

し、農民が恩恵（収入の向上）を実感することが必要である。 

3.4 開発計画実施へ向けての提言 

ナイロビ近郊農業開発計画を推進するにあたって、初めに、案件形成調査を行う必要があ

る。その調査で確認すべき点は以下の通りである。 

(1） 事業実施に責任をもつ、ケニア国政府機関の確認。 

(2) 水資源の利用可能性の調査。 

(3） 有望な園芸作物の選定と評価。 

(4) 栽培方式の比較検討と提案。 

(5) 受益農民の意向調査。 
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(6） 農民グループ結成と農協機能の付与の可能性についての検討。 

(7) 灌漑施設の適切な維持管理の観点からの適正開発規模の検討。 

(8) 農業開発計画の策定。 

(9) 既存の農業支援組織の実態把握と強化拡充の検討。 

(10) 園芸作物のマーケット・流通の調査と導入する作物の検討。 

(11) 灌漑施設計画の検討。 

(12) 事業費の積算。 

(13) 想定される便益の算定。 

(14) 経済・財務評価。 

(15) モデル開発事業のインパクトの評価。 

(16) 事業実施スケジュールの提案。 

(17) 事業資金調達についての提案。 
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添付資料－１ 

 

調査団員略歴 

 

 

１． 佐藤 周一 （さとうしゅういち） 

1971 年 3 月: 北海道大学 農学部 農業工学科 卒業 

1971 年 4 月: 日本工営㈱入社 

1990～2008 年 インドネシア小規模灌漑事務所長 

現在: 日本工営㈱ コンサルタント海外事業本部 理事 

 

海外業務歴： インドネシア、マレーシア、フィリピン、ネパール、スリランカ、エジ

プト、タンザニア、ガーナ、ナイジェリア、エクアドル、コスタリカ、ブ

ラジル、アルゼンチン、パラグァイ、ボリビア、他 

 

 

２． 尾形 佳彦 （おがたよしひこ） 

1984 年 3 月: 東北大学 農学部 農学科 卒業 

1986 年 3 月: 東北大学大学院 農学研究科 (修士課程) 修了 

1986 年 4 月: 日本工営㈱入社 

現在: 日本工営㈱地域整備部 課長 

 

海外業務歴： ケニア、スリランカ、セネガル、インドネシア、ラオス、マレーシア、

パレスチナ、スーダン、エチオピア、ブラジル、他 

 



日順 年月日 出発地 到着地 宿泊地 内容

1 2月14日 東京 ドバイ 機中 成田発ドバイ経由ナイロビへ移動（JL5095/EK719）。

(月)

2 2月15日 ドバイ ナイロビ ナイロビ ナイロビ着。

(火) JICAケニア全国水資源調査団から情報収集。

3 2月16日 ナイロビ 水灌漑省表敬・情報収集、国家灌漑庁表敬・情報収集。

(水) JICA表敬打ち合わせ。松岡JICA専門家と打ち合わせ。

日本大使館表敬、打ち合わせ。

4 2月17日 ナイロビ ティカ ティカ ナイロビからティカへ移動（車）。

(木) AICAD（野坂専門家）訪問、情報収集。

KIOF訪問、情報収集。

MIAD-NIB 訪問、情報収集。

ムエア灌漑地区およびＳＲＩ地区視察。

5 2月18日 ティカ KARI-Thika訪問、情報収集。

(金) ヤッタｊ灌漑予定地区視察。

6 2月19日 ティカ ナイロビ ナイロビ ヤッタ灌漑予定地区視察。

(土) ティカからナイロビへ移動（車）。

7 2月21日 ナイロビ キスム キスム ナイロビからキスムへ移動（KQ654便）。

(日)

8 2月21日 キスム NIBキスム事務所訪問、情報収集。

(月) グジャ川の既設ゴゴダムおよび灌漑計画地区視察。

9 2月22日 キスム ナイロビ ナイロビ キスムからニャティケへ移動（車）。

(火) ニャティケ地域事務所訪問、情報資料収集。

キスムからナイロビに移動（KQ659便）。

10 2月23日 ナイロビ 水灌漑省にてプレゼンテーション実施（節水灌漑）。

(水) JICAケニア全国水資源調査団と意見交換。

11 2月24日 ナイロビ 農業省園芸作物局表敬、情報収集。

(木) KARI園芸作物部訪問、情報収集。

農業省稲作振興室訪問、情報収集。

ジョモケニアッタ農工大学と節水灌漑およびＳＲＩに関し意見交換。

12 2月25日 ナイロビ JICA訪問、調査結果を報告。

(金) ナイロビ西方のウォーターハーベスト事業実施地区視察。

世銀研究所スタッフと節水灌漑およびＳＲＩに関し意見交換。

13 2月26日 ナイロビ ドバイ 機中 ナイロビ発ドバイ経由成田へ移動（EK720/JL5096）。

(土)

14 2月27日 ドバイ 東京 成田着、帰国。

(日)

調査行程表
添付資料ー２
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添付資料－3 

面談者リスト 
 

在ケニア日本大使館   

 松浦宏 (二等書記官、経済協力） 

Japan International Cooperation Agency    
 加藤正明（所長）  

 河澄恭輔（次長）  

 松岡直之（水灌漑省 JICA 灌漑アドバイザー） 

 二木 晃（農業省 JICA 稲作推進アドバイザー） 

Ministry of Water and Irrigation    
 Eng. R.K. Gaita (Director of Irrigation, Drainage & Water Storage) 
 Eng. Jane Simiyu (Staff of Irrigation Division) 
 Eng. G. Gicuki (Staff of Irrigation Division) 
 Eng. W.O. Orchoke (Staff of Irrigation Division) 
National Irrigation Board    
 Mr. Orony George J. Odedeh (Chief Engineer) 
Mwea Irrigation Agriculture Development Center, NIB    
 Mr. Raphael K.Wanjogu (Principal Research Officer)  
 Mr. Maina Murimi (Irrigation Officer) 
 Mr. Joseph Njeru Nthia (Research Officer) 
National Irrigation Board -Migori    
 Mr. Kogoson Kenet (Engineer) 
Nyatike District Office 
 Mr. Naloka Mutiso (Engineer) 
Kengen Gogo Power Station 
 Mr. Fredrick Abayo (Head of Station) 
Ministry of Agriculture    
 Mr. N.C. Chepkwony (Deputy Director of Agriculture, horticulture Division)  
Kenya Agriculture Research Institute –Nairobi Head Office   
 Dr. Lusike A. Wasilwa (Assistant Director Horticultural and Industrial Crop) 
Kenya Agriculture Research Institute -Thika    
 Dr. Charles Waturu Nderito (Central Director for Horticulture Research Center) 
 Mr. David Nduati (Technical Liaison Officer Horticulture) 
 Mr. S.J.N. Muriuki (Entomologist) 
 Ms. Alice Nakhumicha Muriithi (Flower and Medical Plant Research Coordinator) 
Kenya Institute of Organic Farming    
 Mr. John Wanjau Njoroge (Director)  
 Mr. Michael Waweru (Outreach and Consultancy Department) 
African Institute for Capacity Development    
 Dr. Jiro Nozaka (Chief Advisor)   
Jomo Kenyatta University of Agriculture and Technology   
 Dr. Bancy M. Mati (Professor for Soil & Water Engineering)  
World Bank Institute    
 Dr. Mei Xie (Leader of Climate Change Practice Group)   
 Dr. David George (Climate Change Practice Group) 
Masai Environment Development Consortium   
 Mr. Sammy Ole Roore (Chief Executive Officer)  
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収集資料リスト 

 
No 資料名 出版元 発行年月 
1 Economic Survey 2010 NBS 2010 

2 2010 Annual Water Sector Review Report MWI Feb. 2011 

3 National Irrigation and Drainage Policy MWI Mar. 2009 

4 Irrigation and Drainage Master Plan MWI June 2009 

5 National Irrigation Board Strategic Plan 2008-2912 NIB 2008 

6 Economic Review of Agriculture 2009 MOA/ASPS 2009 

7 National Rice Development Strategy 2008-2018 MOA 2009 

8 Agriculture Sector Development Strategy 2010-2010 MOA 2010 

9 National Rice Development Strategic Plan 2008-2018 MOA 2009 
10 National Rice Development Strategy (NRDS) 

Implementation Framework 2008-2013 
MOA 2009 

11 2009 Horticulture Annual Report MOA 2009 

12 Road Map to Increase Rice in Kenya MOA Sep. 2010 

13 Kenya Agricultural Research Institute Annual Report 2006 KARI 2008 

14 Kenya Agricultural Research Institute Strategic Plan 2009-2014 KARI June 2009 
15 Kenya Agricultural Research Institute Strategic Plan  

Implementation Framework 2009-2014 
KARI June 2009 

16 Kenya Agricultural Research Institute Human Resources  
Strategy 2005-2009 

KARI Mar. 2006 

17 Lower Kuja Irrigation Development Project:  
Pre-Feasibility Study, Gogo Falls Dam Final Report 

NIB/ 
Gibb Africa 

Dec. 2010 

18 Lower Kuja Irrigation Development Project:  
Pre-Feasibility Study, Part 2 Agricultural Development Plan 

NIB/ 
Gibb Africa 

Dec. 2010 

19 Lower Kuja Irrigation Development Project:  
Field Work Report 

NIB/ 
Gibb Africa 

Dec. 2010 

20 Lower Kuja Irrigation Development Project: 
Draft Final Design Report Vol. I Main Text 

NIB/ 
Gibb Africa 

Feb. 2011 

21 Lower Kuja Irrigation Development Project: 
Draft Final Design Report Vol. II Annexes 1-9 

NIB/ 
Gibb Africa 

Feb. 2011 

22 Lower Kuja Irrigation Development Project: 
Draft Final Design Report Vol. III Tender Drawings 

NIB/ 
Gibb Africa 

Feb. 2011 

23 Lower Kuja Irrigation Development Project: 
Draft Final Design Report Vol. IV Engineer’s Cost Estimate 

NIB/ 
Gibb Africa 

Feb. 2011 

24 A Sustainable Method of Agriculture KIOF 2008 
25 Agricultural Extension in Kenya: Practice and Policy Lessons: 

Working Paper 26 
Egerton 
University 

2006 

26 Yatta Area Field Trip Report Mr.Matsuoka Mar.2010 
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講演会資料 

 

 

講演会のテーマ ＝ 水生産性の向上（節水灌漑） 

講演会の日時 ＝ ２０１１年２月２３日、午前１０～１２時 

講演会の場所 ＝ ケニア水灌漑省の会議室 

講演会の内容 ＝ ① 園芸作物栽培における水生産性の向上（尾形佳彦） 

②  水田稲作栽培における水生産性の向上（佐藤周一） 

③  質疑応答 

配布資料 ＝ 添付の通り 
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Republic of Kenya

Presentation
on

Irrigation Water Productivity Improvement
Using Drip Irrigation System

for Horticultural Crops

ADCA Mission, Japan
23 Feb. 2011

Palestinian National Authority

The Project for Strengthening Support System 
Focusing on 

Sustainable Agriculture 
in 

the Jordan River Rift Valley

Agricultural Support Assist Project

Purpose of the Project (PDM)

The research for cycle-oriented agriculture, water 
saving agriculture and soil conservation are 
practiced in consideration of the technology 

suitable for indigenous conditions.

The extension activity 
by SMSs and Extension 
Agents become active.

The peasants/small farmers in 
the project sites start  executing 

cycle-oriented agriculture, 
water saving agriculture and 

soil conservation.

Project Purpose:

To establish a basis for the 
effective agricultural 

extension system through 
direct linkage between 
research and extension

Conceptual Outlook of PARE on DARF

DARF

Researcher SMS, ESMS, 
Extension Agent

Farmer

Research Demonstration

Capacity Building

PARE

DARF

PARE: Participatory Agricultural Research and Extension
DARF: Demonstration and Agricultural Research Farm
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Location Map

Jericho, Auja, Jiftlec

Ein El Beida and An Nassariya

Demonstration and Agricultural
Research Farm Farm (DARF)

Implementation in
accordance with
Plan of Operation

Implementation in
accordance with
Plan of Operation

Lesson ,  Extension and
Expansion

Extension  and Expansion

Sypport by JICA
Expert Team

Use of Irrigation Methods, in percentages, in the West Bank

Jordan Valley
(%)

Vegetable 100
Modern Techniques 99.4
Traditional techniques (furrows) 0.6

Tree orchards (Citrus and others) 100
Modern techniques 70
Traditional techniques (basins) 30

Banana Trees 100
Modern techniques 100

Field crops and forage 100
Modern techniques 98
Traditional techniques (flooding) 2

Source: Water Resources and Irrigation Agriculture in the West Bank

Crop Type

DARF (Demonstration and Agricultural Research Farm)

FFD (Farmers Field Day)

Participatory Agricultural Research and Extension

Planning

Implementation 
PDCA

PDCA Cycle

Original: NARC
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Drip irrigation has 
many advantages 

compared with 
other irrigation 
technologies

• A water-saturated area develops around the 
dripper.

• Through capillary force, the water flow in all 
directions, but downward flow is increased 
by the force of gravity.

• The wetted soil volume is increased while 
water content is gradually reduced toward 
the margins.

• An excellent aeration 

• A high level of water availability to plant

• An optimal and efficient water and nutrient 
uptake by plant roots 

The key factor in drip irrigation is that:

Within the wetted soil volume there is a good 
balance between water and air and therefore-

The shape of the wetted soil volume 
depends on several factors:

SAND

In light soil, the wetted
volume develops more 
vertically

In heavy soil, the wetted 
volume develops more 
horizontally

CLAY
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The wetted volume is also 
determined by:

• the number of drippers per 
unit area 

• the flow rate of the dripper

Item
Traditional Drip Traditional Drip Traditional Drip

Required Water (qm/ha) 14,446 6,113 13,565 8,321 10,925 9,351
Water Saving Ratio (%) 58 39 14
Source: Syria Irrigation Project, Crop: Cotton

Research Station Sample Farmer (A) Sample Farmer (B)

Comparison of Water Saving Practices

System Application Efficiency Water Application
(mm/day)

Drip 0.95 - 0.97 5.26 - 5.15
Sprinkler 0.75 - 0.85 6.66 - 5.88
Surface 0.50 - 0.60 10.00 - 8.33
for a crop of consumptive ude of 5mm/day

Irrigation Efficiency

The tensiometric method 

gives an immediate 

reading of water 

availability in the soil

A Hint

Recording 

The Measuring Apparatus

Water 
Tensiometers
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0
100
200
300
400
500
600
700
800
900

Water Reqt Organic Fert Inorganic Fert Pesticides

Conventional

DARF

M3 Cost in NIS

Comparison of Input Water Saving
Saving Expected

(NIS) Additional
Amount Irrigable

Conventional DARF Area
Average Average 0.57 1.14 1.9  (Dunum)

1 Tomato GH 1250 825 425 242.25 484.5 807.5 0.52
2 Paprika GH 1150 775 375 213.75 427.5 712.5 0.48
3 Cucumber GH 475 425 50 28.5 57 95 0.12
4 Cucumber 375 275 100 57 114 190 0.36
5 Squash 350 265 85 48.45 96.9 161.5 0.32
6 Lettuce 450 275 175 99.75 199.5 332.5 0.64
7 Theme 1100 625 475 270.75 541.5 902.5 0.76
8 Maize 750 325 425 242.25 484.5 807.5 1.31
9 Eggplat 900 775 125 71.25 142.5 237.5 0.16

10 Beans 425 275 150 85.5 171 285 0.55
11 Watermelon 1350 500 850 484.5 969 1615 1.70

Spring Well 
(Elect.)

Well 
(Disel)

Saving Water CostNo. Crop

The comparison table of gross margin and water profitability

Jordan Valley
Yield

kg/Dunum
Gross Prifit
NIS/Dunum

Total Cost
NIS/Dunu

Gross
Margin

Water
Requirement

Gross Mar./
Water Req.

Green House Vegetables
Tomato Year round 18,000 21,600 9,605 11,995 1,300 9.23
Cucumber winter 10,000 15,000 5,299 9,701 900 10.78
Beans winter 2,500 7,500 2,966 4,534 600 7.56

Outdoors Vegetables
Industrial Cspring 2,500 4,000 1,964 2,036 400 5.09
Potatoes autumn 3,000 4,500 1,906 2,594 450 5.76
Eggplant spring 5,000 5,000 2,674 2,326 800 2.91
Cucumber autumn 2,000 3,000 1,717 1,283 500 2.57
Potatoes spring 3,000 4,500 2,333 2,167 350 6.19
Squash spring 1,400 2,100 1,611 489 500 0.98
Bean Spring 900 2,700 1,567 1,133 400 2.83
Tomato Spring 4,000 4,000 2,355 1,645 600 2.74
CauliflowerAutumn 2,500 3,750 1,359 2,391 500 4.78

Concerning water savings…
• Fine tuning of irrigation by tensiometric scheduling 

is only valuable if, beforehand, the irrigation 
uniformity of the network is high and if the water 
deliveries are precisely monitored.   

Condition
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Simple Drip Irrigation System

Agricultural Support Assist Project

Thank you very much.
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Water Productivity Improvement Water Productivity Improvement 
for Paddy Cultivationfor Paddy Cultivation

by AWD and SRIby AWD and SRI

AWD = Alternate Wetting and DryingAWD = Alternate Wetting and Drying
SRI = System of Rice IntensificationSRI = System of Rice Intensification

23  Feb. 2011 
Shuichi SATO 
Nippon Koei

Rice is a semi-aquatic plant. Because of this physiological 
features, the  rice plant can adopt to varied environmental 
conditions ranging from no standing water to continuous 
flooding culture.

In irrigated areas, rice is traditionally grown under 
continuous flooding with varying depths of submergence.

The increasing scarcity of irrigation water requires new 
water management technique to reduce water use
without sacrificing yields and productivity.

To mitigate the looming water crisis, we need to 

“Produce more rice with less waterProduce more rice with less water”

Necessity of Water Saving for PaddyNecessity of Water Saving for Paddy

Field Water Balance in Lowland Rice FieldField Water Balance in Lowland Rice Field

Good Field Preparation and Maintenance
- Good Puddling
- Good Bund Maintenance
- Good Land Leveling
- Short Land Preparation Period

Communal Seed Beds
Use of Rice Variety of Shorter Growing Period
Efficient Use of Rainfall (cropping calendar)
Introduction of Intermittent Irrigation

=> Alternate Wetting and Drying

Water Saving Measures for PaddyWater Saving Measures for Paddy



Water Table Measurement for AWDWater Table Measurement for AWD

To reduce  irrigation water use by as much as
30-40% compared  to the water use in 
continuous submergence, 
without yield reduction.
To reduces the costs of irrigation water 
particularly in pump irrigation systems.
To promote more efficient  and productive use 
of irrigation water. 

For smooth realization of AWD under Intermittent
Irrigation, Rotational Irrigation is Recommended.

Benefits of AWDBenefits of AWD

System of Rice IntensificationSystem of Rice Intensification

SRI 
7.8 ton/ha

non-SRI
4.3 ton/ha < Same Rice Variety >

More Rice with 
Less Water & 
Lower Costs

What is SRI ?What is SRI ?

The SRI method is not a conventional agricultural 
technology innovation. Rather it is a whole cultivation 
system that involves the integration of technical, 
managerial, social, psychological and agronomic factors.

SRI is an innovative paddy cultivation method attaining
Higher Paddy YieldsHigher Paddy Yields with Lower Resources Utilization.Lower Resources Utilization.

Paddy yield    => 50 ~ 100 % UP
Water  => 30 ~ 50 % down
Seeds => 80 ~ 90 % down
Chemicals => 30 ~ 50 % down

Raise Productivity Productivity 
of Rice and Waterof Rice and Water

Basic SRI is a combination of unique transplanting method
(transplant single nursling seedling at a hill with wider spacing) and
unique water management (intermittent irrigaton).

Organic SRI is an ideal technique without use chemicals.



Transplanting for SRI vs. NonTransplanting for SRI vs. Non--SRISRI

NonNon--SRI SRI 
Seedlings Seedlings 

(30 days after (30 days after 
seeding)seeding)

SRI SRI Seedling Seedling 
(10 days after (10 days after 
Seeding)Seeding)

Non-SRISRI

Intermittent IrrigationIntermittent Irrigation
Hurdle of SRI promotion is an anxiety of farmers
to dry up paddy fields. Reliable water source is
Necessary to implement intermittent irrigation.

Shallow standing water

Wet Wet -- DryDry Cycle can be decided Cycle can be decided 
through try and error in the field.through try and error in the field.

Dry up too much ! Not recommend.

Origins of SRIOrigins of SRI
1970s-1980s in Japan, research on Nursling Seedling was
conducted.  In 1990, mechanical transplanting system
became available in the market in 1990.

1983, SRI was developed by Laulanié
(Priest cum agriculturalist) in Madagascar. 

1990, Laulanié established NGO (Tefy Saina)

1993, Prof. Dr. Norman Uphoff, Cornell Univ.,
visited Madagascar and met with SRI.
After 5-year SRI field tests in Madagascar, 
he became the World Promoter of SRI.

1999, SRI was tested in China & Indonesia.

2000, SRI was tested by Tamil Nadu U. India.

By 2010, SRI has tested in 41 countries. Norman Uphoff

Laulanié

Before 1999: Madagascar
1999/2000: China, Indonesia
2000/01: India, Bangladesh, Cambodia, Laos, 

Thailand, Philippines, Sri Lanka, Nepal,
Gambia, Nepal, Myanmar, Sierra Leone, 
Cuba

2002/03: Benin, Guinea, Mozambique, Peru
2004/05: Senegal, Mali, Pakistan, Vietnam

2006: Burkina Faso, Bhutan,
Iran, Iraq, Zambia

2007: Afghanistan, Brazil    
2008: Rwanda, Costa Rica, 

Ecuador, Egypt, Ghana, 
Japan 

2009:  Malaysia, Timor Leste
2010: Kenya, DPRK, Panama

In 2010 SRI benefits have been validated in 41 countries

Spread of SRI in the WorldSpread of SRI in the World

Madagascar



History of SRI in IndonesiaHistory of SRI in Indonesia

Java

Sumatra

Kalimantan

Papua

Equator

Sulawesi

Nusa Tenggara
Bali

MalukuJakarta

SRI Practice Areaa
in Indonesia in 2008

SRI Area > 1000 ha
SRI Area > 300 ha
SRI Area > 100 ha
SRI Area < 100 ha
SRI Area = none

N

SRI Area by Province in 2008

In 1997, Norman In 1997, Norman UphoffUphoff made a presentation on SRI.made a presentation on SRI.
In 1999, MOA carried out field tests on SRI.In 1999, MOA carried out field tests on SRI.
In 2000, In 2000, Organic SRIOrganic SRI has introduced in Westhas introduced in West JavaJava
In 2002, In 2002, Basic SRIBasic SRI was introduced in east Indonesia.introduced in east Indonesia.
In 2008, total area of SRI reached 12,000 ha in Indonesia.

Irrigation in IndonesiaIrrigation in Indonesia

Eastern IndonesiaEastern Indonesia

Dry Zone in IndonesiaDry Zone in Indonesia

Paddy area is 7.8 million ha.  Irrigated area (PU) is 4.8 mil. ha in 2002.   
A total of 2.5 mil. ha (53%) is in Java, but decreasing at a rate of 
30,000 - 40,000 ha annually.  => Necessary to increase unit yield

Government policy in irrigation sector is to improve / upgrade 
existing irrigation systems and to strengthen O&M with beneficiary 
participation (2004 Water Law).

New development has continued in eastern Indonesia. Characteristics 
of this region are (a) agriculture-based local economy (b) less past 
investment, (c) limited water resources, (d) remote access, and (e) 
economically restricted because of the above.

Land Territory
Population (2003)
Annual Rainfall

MalaysiaMalaysia

1.9 million km2

215 million
2,680 mm East TimorEast Timor

Outline of SSIMPOutline of SSIMP--DISIMPDISIMP

Item unit SSIMP-I SSIMP-II SSIMP-III DISIMP

JBIC Loan Yen mil. 1,896 8,135 16,701 27,035
Implementaion 1990 - 94 1995 - 98 1998 - 03 2003 - 08
Province nos. 2 3 6 8
Sub-project nos. 3 11 40 27
Development Type New New New + Imp. Imp. + New
Irrigation Area ha 3,100 15,600 60,432 140,000
Water Supply persons 0 10,000 240,000 50,000
Water Source Facility

Large dam nos. 1 3 3 1
Small dam nos. 1 0 0 8
Weir nos. 0 6 12 15
Groundwater well nos. 248 192 310 250

Performance of SSIMP
Since 1990, SSIMP-DISIMP (JBIC loan) has continued to develop/ 
improve irrigation for poverty alleviation in eastern Indonesia.
Performance of a series of SSIMPs by 2003:  
(a) irrigation development / improvement = 80,000 ha, (b) number of 
beneficiaries = 1.3 million, (c) net benefits to farmers = 3 to 10 times, 
(d) water source facilities completed = 8 dams, 18 weirs, 750 wells.

SSIMP  = Small Scale Irrigation Management Project (1990-2003)
DISIMP = Decentralized Irrigation System Improvement 

Project in Eastern Region of Indonesia (2003 to date)

SRI Practice under DISIMPSRI Practice under DISIMP

SRI Non-SRI Increase
2002 1 0.1 5.58 4.31 29.50%

2002 - 03 12 3.4 7.39 4.76 55.20%
2003 1 0.2 8.39 4.67 79.70%

2003 - 04 8 5.6 7.77 4.18 85.80%
2004 21 12.2 7.23 4.06 77.80%

2004 - 05 522 387.4 7.90 4.09 92.90%
2005 1,336 1,016.7 6.85 3.89 75.90%

2005 - 06 5,258 4,245.5 7.98 4.63 72.40%
2006 4,974 3,758.1 7.39 4.04 82.80%
Total 12,133 9,429.1 7.61 4.27 78.00%

Dry Paddy Yield (t / ha)Cropping
season

Farmers
(nos)

SRI Area
(ha)

Progress of SRI Practice in DISIMP

Trial
Stage

Extension
Stage

SRI area expanded 
rapidly from 3rd Year



Land PreparationLand Preparation
1st Land Preparation (plowing) 2nd Land Preparation (leveling)

Land Preparation completed

Field Arrangement for TransplantingField Arrangement for Transplanting

Grid Marking 
for SRI Transplanting

25 cm x 25 cm
or

30 cm x 30 cm

IndiaIndonesia

Digging Field DitchDigging Field Ditch
Digging of filed dDigging of filed ditchitch in in a a plotplot

for smooth intermittent irrigationfor smooth intermittent irrigation

OutletOutlet pipe at pipe at plot bundplot bund

Non-SRI Paddy field
(conventional)

Non-SRI
Paddy field

Dry Dry

Japanese machineJapanese machine
to dig field dto dig field ditchitch

SRI Paddy field for
Intermittent  irrigation

Preparation of SeedlingsPreparation of Seedlings

Seeding on nursery plate

Nursery plate rackNursery plate rack

Good Seeds Selection by Salt WaterGood Seeds Selection by Salt Water

Egg
rise to
surface
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Weeding by Weeding by WeederWeeder

SRI Weeder for
Muddy soil

SRI Weeder for 
Normal Soil

Development of good Weeder
is in Progress.

India

Indonesia

Lessons Learned on SRILessons Learned on SRI
SRI is an innovative paddy cultivation method attaining SRI is an innovative paddy cultivation method attaining 
Higher Paddy Yields with Lower Resources UtilizationHigher Paddy Yields with Lower Resources Utilization..

=>  =>  Increase Productivity of Rice and WaterIncrease Productivity of Rice and Water

Intermittent irrigation under SRI can realized drastic Intermittent irrigation under SRI can realized drastic 
water saving with farmers participation.water saving with farmers participation.

=>  =>  Sustainable Participatory WaterSustainable Participatory Water--savingsaving

Labor burden increases Labor burden increases withwith SRI, but farmers can SRI, but farmers can 
overcome overcome this this dudue e to to strong incentivestrong incentivess ofof high prohigh profitsfits..

““Basic SRIBasic SRI”” can attain can attain high paddy high paddy yieldsyields. . ““Organic SRIOrganic SRI””
isis preferable but preferable but be introduced following local conditions.be introduced following local conditions.

Introduction of Introduction of SRISRI causes causes empowerment of farmersempowerment of farmers and and 
strengthening strengthening WUAsWUAs..

SRI is expanding by applying to other crops such as SRI is expanding by applying to other crops such as 
wheat, maize, & vegetables.wheat, maize, & vegetables.

=> => SRI application is SRI application is ““in Progressin Progress””

Hurdle to Adapt SRIHurdle to Adapt SRI
Hurdle to promote SRIHurdle to promote SRI

Farmers’ fear to accept new method
Farmers’ fear to dry up paddy field
Farmers’ fear to increase burden of weeding
Objection by family and neighbors on SRI introduction

Constraints to adapt SRI  Constraints to adapt SRI  (=SRI effects is limited.)(=SRI effects is limited.)
Poor drainage area
Acid soil area (> PH 4)
Shallow soil layer
Rainfed areas and water shortage area

=>>  Suitable site selection criteria for SRI is needed.=>>  Suitable site selection criteria for SRI is needed.

=>>  For 1=>>  For 1stst trial, intensive supports to farmer are needed. trial, intensive supports to farmer are needed. 
=>>=>> Knowledge transfer from farmer to farmer is effectiveKnowledge transfer from farmer to farmer is effective
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Required Conditions for Success of SRIRequired Conditions for Success of SRI

Good irrigation infrastructure is essential to meet farmers’
need to receive reliable amounts of water. 

Good management and O&M of irrigation schemes by 
administrative staff are essential. 
Strong and active farmer groups, dynamically interacting
and participating in O&M of facilities, are essential.
Motivated farmers are important, with high levels of 
agricultural skill and an acute awareness of possibilities 
for innovation and increasing their yields and crop area.
Local government’s support for SRI dissemination is quite 
effective to encourage farmers to introduce SRI.

SRI can be effective by integration of SRI can be effective by integration of 
Agronomy Agronomy -- Water Management Water Management -- FarmersFarmers



Stage-1:  
Promotion

Stage-2: 
Field trial &
evaluation

Stage-3: 
Dissemi-
nation

Process of SRI DisseminationProcess of SRI Dissemination

Policy to Promote SRI by the Government
Workshop on SRI to present advantage
Meeting at site to confirm action needed
Demonstration farm operation

Government’s research station involve.
Field trials to confirm key factors on SRI
Yield survey & analysis
Labor & financial analysis

Campaign by the government & media
Make SRI manual, and training materials
Budget to disseminate SRI & to use NGOs
Farmer training at Demo-plot and on-site

SRI in KenyaSRI in Kenya

In Kenya, SRI was initiated in the Mwea Irrigation 
Scheme in 2008 by a pioneer farmer and 
MIAD Center-NIB (Mr. Wanjogu). 

Dewi SRI 
(Goddess of Rice 
In Indonesia)

Further Information on SRIFurther Information on SRI
SRI Homepage :SRI Homepage :
Japan SRI Association HP:Japan SRI Association HP:
Shuichi SATO :Shuichi SATO :

http://ciifad.cornell.edu/sri/
http://www.iai.ga.a.u-tokyo.ac.jp/j-sri/index.html
sato-sh@n-koei.jp

Thank YouThank You
























